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富山大学大学院医学薬学研究部疫学健康政策学講座
うか。
　スライド 2 は，米国の共著相手国を示しています。今
から約15年前の1998年から2000年では，臨床医学も含め
た科学の多くの分野で，日本は米国の共著相手国として
上位 5 カ国の中に位置していましたが，2008年から2010
年では日本はランク外に陥落しています。米国の共著相
手国でなければならない訳ではありませんが，国際社会
における日本の相対的地位の低下を示すデータと考えら
れています。
　かつての日本は，自動車をはじめとする工業製品の輸
出で世界を席巻しており，米国などからJapan bashing
にあっていました。しかし，徐々に国際的な地位が低下
してJapan passingとなり，現在では，もはや日本から
挨　　拶
　疫学健康政策学講座の関根でございます。数年前に自
身が置かれていた状況および旧保健医学講座が置かれて
いた状況を考えますと，本日，このような立場で，皆様
の前でお話する機会を得るということは，想像できない
ことであります。その意味で，村口医学部長をはじめと
して，関係の諸先生方に厚く御礼申し上げます。
　さて，本日の講演タイトルは「総合力で国難に挑む−
疫学健康政策学講座就任にあたって」でありますが，い
ささか大げさなタイトルにしてしまったかと反省してお
ります。ただ，このような機会でもなければ，普段，私
が何を考え，何をしてきたかを，お話する機会もない訳
でありまして，教授就任講演ということでお許しいただ
ければと思います。
科学技術立国日本の凋落
　さて，日本が抱える国難は多岐にわたりますが，大学
の人間にとっての国難とは「科学技術立国日本の凋落」
ではないでしょうか。
　スライド 1 は，主要誌の臨床研究論文数の国際比較を
示しています。1990年代前半は，北米およびヨーロッパ
諸国につづいて，日本は第12位でした。その傾向は，
1990年代後半においても変わりませんでした。しかし，
2000年代に入ると，上位の国々に変化はありませんが，
日本の国際的地位は低下し，中国とブラジルという 2 つ
の新興国に挟まれる地位にまで低下しています。日本が
1 人負けをしているといっても，よいのではないでしょ
就 任 講 演
総合力で国難に挑む
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主要誌の臨床研究論文数の国際比較
日本の医学研究における国際競争力の著しい低下
1993‐1997年 1997‐2003年 2003‐2007年
１位 米国 3314 米国 3695 米国 2677
２位 イングランド 920 イングランド 1484 イングランド 873
３位 カナダ 377 カナダ 511 カナダ 462
４位 オランダ 277 オランダ 502 ドイツ 343
５位 フランス 274 フランス 432 フランス 300
・ ・ ・
・ ・ ・
１２位 日本 122 日本 183 ・
・
１５位 中国 102
１８位 日本 74
１９位 ブラジル 67
（高鳥 政策研ニュース（No 25） 2008）
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重要であるといえます。
　スライド 4 は，全国80医学部の医師国家試験合格率の
関連要因を示しています。医師国家試験合格率の高い大
学の特徴は，入学時偏差値が高い，講義時間数が少ない，
実習時間数が長い，留年者率が低いことでした。重回帰
分析では，入学時偏差値と実習時間数が残りました。医
師国家試験合格率が低いと，大学の社会に対する存在価
値を疑われます。したがって，医師国家試験合格率を高
めるためにも，まずは，いかに優秀な学生を迎え入れ，
そして，実習重視のカリキュラムで学生を教育すること
ができるかが重要であるといえます。
十分な常勤教員の配置と地元から選ばれる大学づくりが
残留率を高める
　スライド 5 は，全国80医学部の地元残留率の関連要因
を示しています。すなわち，出身大学のある都道府県に
残って研修するかは，何によって決定されるかです。地
元残留率が高い大学の特徴は，地元高校出身率が高いこ
とや常勤教員数が多いことでした。重回帰分析でも，地
元高校出身率や常勤教員数が残りました。また，女性比
率が低い大学では，地元残留率が高いという結果でし
た。詳しく調べる必要がありますが，女性は出身地への
得るものはないとしてJapan nothingと揶揄されるよう
になっています。
　したがって，日本の将来の人材育成機能を担う大学の
在り方を，教育，研究，社会貢献，経営などの広範な領
域にわたって，根本的に見直す必要があるのではないか
と思います。
　そこで，本日の講演では，①教育，②研究，③社会貢
献，④経営の 4 つの観点から，科学技術立国日本の復活
の前提となる大学再生に必要な要件について，私の研究
データを中心に考察してみたいと思います。
地域社会に貢献し世界をリードする優秀な医師の育成に
は何が重要か
　まずは，本日の講演における第 1 番目のトピックであ
る教育についてです。
　私の職責の 1 つは，医学教育を通じて地域社会に貢献
し世界をリードする優秀な医師を輩出することであると
考えています。そこで，留年者率や医師国家試験合格率，
大学残留率などの教育アウトカムに対して，入学時偏差
値などの学生要因や講義時間数などの大学のカリキュラ
ム要因，常勤教員数などの大学の教育体制要因がどのよ
うに影響を与えているか，検討しました。全国医学部長
病院長会議が編集した「医学教育カリキュラムの現状」
などの全国医学部の公表資料に基づいて分析し，2011年
に日本医学教育学会で発表したものです。
優秀な学生の獲得と実習重視のカリキュラムの実施が医
師国家試験合格率を高める
　スライド 3 は，全国80医学部の留年者率の関連要因を
示しています。
　留年者率が高い大学の特徴は，入学時偏差値が低い，
学生数が多い，講義時間数が長いことでした。重回帰分
析で検討した場合でも，およそ似たような結果になりま
した。留年者率が高いと大学の教育能力が疑われますか
ら，まずは，いかに優秀な学生を迎え入れられるかが，
米国における主要な国際共著相手国％（2008‐2010）
Japan bashing(日本叩き）→passing（軽視）→nothing（無視）
大学教育・研究・社会貢献・経営のありかたを根本的に見直す必要
1位 2位 3位 4位 5位 圏外
全分野 英国 中国 ドイツ カナダ フランス 6位 日本
13.3 12.4 12.3 11.8 8.1 7.1
化学 中国 ドイツ 英国 日本 フランス
17.0 11.0 8.7 6.8 6.6
材料科学 中国 韓国 ドイツ 英国 日本
21.2 12.2 9.1 7.8 6.6
物理学
宇宙科学
ドイツ 英国 フランス 中国 イタリア 6位 日本
21.6 18.1 14.9 13.2 10.7 10.6
工学 中国 韓国 カナダ 英国 ドイツ 8位 日本
18.8 10.3 9.3 6.4 6.1 4.9
臨床医学 カナダ 英国 ドイツ イタリア 中国 7位 日本
15.2 14.4 12.5 9.2 8.4 6.8
（阪彩香、桑原輝隆： 科学研究のベンチマーキング2011）1998‐2000の日本ランク
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関根 第43回日本医学教育学会（2011）
全国80医学部の留年者率の関連要因
留年率が高いと大学の教育能力が疑われる
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重回帰モデルでは、入学時偏
差値（2.171）、実習時間数
（0.219）で有意
関根 第43回日本医学教育学会（2011）
全国80医学部の医師国家試験合格率の関連要因
国家試験の合格率が低いと大学の社会に対する存在価値を疑われる
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のライフコースでストーリーを考えながら，大学運営を
行う必要があると思います。
「地方都市だから不利」ということはない
　こうして見てみると，新卒の医師数，すなわち，研修
医数に関して，常勤教員数が多い旧帝国大学や大都市が
有利で，常勤教員数が少ない地方大学や地方都市が不利
にみえます。しかし，研修医数の都道府県間格差という
視点で見てみると，必ずしも大都市に研修医が多く，地
方都市に研修医が少ない訳ではありません。
　スライド ７ は，新医師臨床研修制度の前後での人口10
万人当たりの研修医新規採用数の都道府県間格差の推移
を示しています。日本医学教育学会の学会誌に，2009年
に発表したデータです。これをご覧いただくと，新医師
臨床研修制度前の平成15年度の人口10万人当たりの研修
医新規採用数のトップ 3 は，京都，東京，福岡であり，
確かに大都市に多いですが，地方都市である鳥取や徳島
も上位でした。逆に下位は，新潟，静岡，茨城，岩手，
埼玉であり，首都圏であるにもかかわらず研修医新規採
用数が全国最下位の水準の県もあることがわかります。
そして，平成16年度に導入された新医師臨床研修制度の
７ 年間の推移をみると，上位に，石川，沖縄，福井といっ
た地方都市が食い込み，また，下位には，群馬，茨城，
埼玉と，依然として首都圏に全国最下位の水準の県があ
ることがわかります。
　これらの結果から，「大都市だから有利」，「地方都市
だから不利」とは，一概には言えないことがわかります。
そして大事なことは，新制度の導入以降，研修医新規採
用数の都道府県間のばらつきを示す指標である偏差や最
大/最少比，ジニ係数が小さくなってきていることです。
したがって，都道府県間格差は縮小傾向にあるといえま
す。一時期，「新医師臨床研修制度の影響で，大都市に
研修医が集中し，地方の医師不足が深刻になった」と
いった論調がかなりありましたが，データをみる限り正
しくありません。おそらく研修医が減った地方都市ほど
回帰傾向が強いなど，女性特有の背景があるかもしれま
せん。
　スライド 6 は，全国80医学部の大学残留率の関連要因
を示しています。すなわち，出身大学に残って研修する
かどうかは，何によって決定されるかです。大学残留率
が低いと，大学院入学者が減少し，その結果，研究能力
を持った医師が減る可能性があります。したがって，大
学や日本の科学にとって死活問題といえます。分析の結
果，最も寄与が強い要因は常勤教員数であり，また，学
生数が多い大学でも残留率が有意に高いという結果でし
た。重回帰分析でも結果は変わりませんでした。
　私 の 研 究 1 つだけで，すべてを 語 ることはできませ
ん。また，研究デザイン上の限界もあります。しかし，
地域の優秀な高校生から選ばれるような大学づくりで地
元高校出身率を高め，十分な常勤教員数で学生を迎え入
れ，実習重視のカリキュラムで学生を教育することが，
重要であるといえます。そのことが，医師国家試験合格
率や地元残留率，大学残留率の向上につながり，そして，
大学院進学や優秀な研究者の輩出につながり，最終的に
は，日本の将来を支えるのではないかと考えられます。
それが，その大学の価値や魅力の創出につながり，好循
環を生み出すものと思います。入学前から卒後まで医師
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全国80医学部の地元残留率の関連要因
地元残留率が低いと地域社会の崩壊につながる
関根 第43回日本医学教育学会（2011）
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重回帰モデルでは、学生数（0.198）、
常勤教員数（0.372）で有意
全国80医学部の大学残留率の関連要因
大学残留率が低いと、大学院入学が減り、研究能力を持った人材が減る
関根 第43回日本医学教育学会（2011）
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人口対研修医採用数の都道府県格差は、新制度以降縮小した
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（研修医新規採用数／人口10万）
1．京都
2．東京
3．福岡
4．鳥取
5．徳島
43．新潟
44．静岡
45．茨城
46．岩手
47．埼玉
1．東京
2．石川
3．京都
4．沖縄
5．福井
43．群馬
44．福島
茨城
46．宮崎
47．埼玉
平均 5.85 5.38 5.35 5.42 5.47 5.59 5.49 5.79
偏差 2.54 1.91 1.84 1.86 1.77 1.73 1.74 1.82
最小 1.68 2.77 2.51 3.05 2.79 2.93 2.87 2.57
最大 15.56 10.61 11.78 10.89 10.70 10.42 10.58 10.52
最大/最小 9.3 3.8 4.7 3.6 3.8 3.6 3.7 4.1
ジニ係数 0.21 0.19 0.17 0.17 0.16 0.16 0.16 0.17
（関根ら 医学教育2009）
新医師臨床研修制度導入後（H16‐)前(H15)
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ています。格差拡大の 3 大原因としては，高齢化や単身
世帯の増加，非正規雇用の増加が考えられています。
　科学技術立国を支えた背景構造が，崩れつつあるとい
えます。
所得格差の大きい国では平均余命は短い
　スライド 9 は，世界各国の 1 人当たりGDP（国内総
生産）と平均寿命との関係を示しています。以前からよ
く知られている関係ですが，スライドの図は，世界銀行
データベースを用いて私が作成したもので，横軸が 1 人
当たりGDP，縦軸が平均寿命を示しています。これを
見 ると， 1 人 当 たりGDPで20000米 ドル 付 近 までは，
GDP値が高くなるほど平均寿命が長くなっています。
　しかし，20000米ドルを超えるあたりから，GDP値が
上昇しても平均寿命はそれほど上昇しません。GDPは
国の豊かさ指標の 1 つですから，したがって，GDP値
で一定水準までは国が豊かになればなるほど平均寿命は
延びますが，一定水準以上では国が豊かになるだけでは
平均寿命が延びないことを示しています。すでに一定水
準以上の豊かな国では，経済格差が小さい国ほど平均寿
命が長いことが知られています。米国がGDPが高い割
に平均寿命が短いのは，米国が格差大国であるためと考
報道される傾向があり，それが，あたかも新制度のため
に地方都市が全滅しているかのような誤った印象を与え
たのだと思います。研修医が増えている地方都市も，か
なりあります。特に，地方都市で社会経済的にも厳しい
状況にある沖縄県における研修医増加は特筆すべきこと
であり，研修医の減少が続く地方都市は，こうした成功
例に学ぶ必要があると思います。
　もっとも，新医師臨床研修制度により，大学で研修す
る医師の割合が低下して地域で研修する医師の割合が増
加しました。その結果，大学病院の空洞化が起こり，そ
れが，地域からの中堅医師の引き上げにつながり，県庁
所在地以外の地域の医師不足が加速していることは，
データ上からも示されています。したがって，都道府県
内の格差は拡大しています。しかし，都道府県間の格差
で見た場合は，「地方都市だから不利」ということはあ
りません。
日本の将来に影を落としかねない格差問題
　次に，本日の講演の第 2 番目のトピックである研究に
ついてです。
　日本が戦後に世界を席巻するほどの科学技術立国にな
れたのは，占領下での平等政策によるところが大きいと
考えられています。財閥解体や農地改革，労働の民主化，
教育の機会均等政策によって，男女ともに経済水準や教
育水準の底上げと平準化が達成され，科学の水準や工業
製品の質が向上し，科学技術立国の地位を確立しました。
　スライド 8 は，所得再分配調査における日本の所得格
差の推移を示しています。横軸に西暦，縦軸に格差指数
として知られるジニ係数をとると，当初所得の格差や，
税と社会保障による再分配後の再分配所得の格差は，
1980年代に向かって徐々に縮小しています。日本には戦
後の一時期に「一億総中流社会」という言葉がありまし
たが，ジニ係数上もそれを支持する結果となっていま
す。しかし，1980年代後半から当初所得と再分配所得と
もにジニ係数が上昇しており，「格差社会」へと突入し
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世界各国の1人当たりＧＤＰと平均寿命(2011年)
20000米ドルまでは国が豊かになるほど寿命が長い
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る研究です。共同研究者は，疫学や公衆衛生学などの医
学系の研究者，経済学や人口学などの社会科学系の研究
者，心理学や倫理学などの人文科学系の研究者から構成
されており，様々なバックグラウンドを持つ研究者によ
る学際研究を実施しています。
国際比較から見た日本
　スライド12は，福祉国家実現の方法論の違いに着目し
た福祉国家の類型を示しています。オリジナルは社会学
者のエスピン・アンデルセンによるものですが，格差に
着目して整理した表です。私達の国際共同研究の対象国
である日本，英国，フィンランドは，それぞれ異なる福
祉国家であることから，政策やその影響の比較に適して
いると考えられます。
　保守主義型の福祉国家は，ドイツやフランスなどの大
陸ヨーロッパに多い福祉国家です。日本も保守主義型に
近いと考えられています。これらの国では，高齢者や小
児などに対する福祉の担い手の中心は，家族に加えて地
域の教会や企業であるとの想定があります。そのため，
政府の役割は，家族や地域では提供できないものを提供
するという補足的なものなので，税負担としては中負担
ですが，福祉は中福祉となり，再分配も中程度なので，
中程度の経済格差になります。男女格差の点では，家事
や育児は女性が中心となって提供するという想定のた
め，女性の労働参加率が低く，また，労働参加する場合
は仕事と家庭の両立が難しく，男女格差が大きくなりや
すいのが特徴です。現在，女性が高学歴化して労働参加
率が高くなってきたため，様々な問題がおきています。
　社会民主主義型は，フィンランドを含めた北欧諸国に
特徴的な福祉国家です。社会民主主義型は，福祉の担い
手の中心として地方政府を想定しているため，税負担は
高負担ですが，福祉も高福祉となり，強力な再分配政策
により，経済格差も小さくなることが特徴です。高齢者
や小児などへの福祉も地方政府が中心となって提供され
るため，女性の家事や育児の負担が軽減され，女性が労
えられています。
　スライド10は，ヨーロッパ諸国における15歳時の平均
余命の経年的変化を示しています。横軸が西暦，縦軸が
平均余命です。これを見ると，19７0年頃は，北欧諸国や
西欧諸国，中欧・東欧諸国，旧ソビエト連邦の平均余命
は，それほど差がありませんでした。しかし，その後，
北欧諸国や西欧諸国の平均余命が延伸したのに対して，
中欧・東欧諸国の平均余命は不変，旧ソビエト連邦およ
びロシアの平均余命は短縮したため，ヨーロッパ諸国間
の平均余命格差は拡大しています。このヨーロッパ諸国
間の平均余命格差は，所得格差が小さい国ほど余命が長
く，所得格差が大きい国ほど余命が短いことがわかって
います。
　日本に住んでいると，毎年公表される日本人の平均寿
命が過去最高を更新することが多いため，「人間の寿命
は年々延びるもの」というイメージがありますが，世界
全体から見ると寿命が延びる国は一部です。日本は，現
時点では世界屈指の長寿国ですが，今後とも長寿国であ
ることを維持するためには，格差問題を含めて不断の努
力が必要であると思います。
日本・英国・フィンランド国際共同研究
　国家間および国家内における社会経済格差の拡大およ
び健康格差の拡大に対して，疫学や健康政策学における
研究の世界的潮流として，学際研究，国際研究，そして
ビッグデータによる研究があげられます。
　スライド11は，私達が，英国のロンドン大学ユニバー
シティ・カレッジとフィンランドのヘルシンキ大学と共
同で取り組んでいる日本・英国・フィンランドの国際共
同研究のフレームワークを示しています。この研究の目
的は，健康格差，および，そのリスク因子の国家間の類
似点や相違点を評価することで，その国にあった健康格
差対策を提言することです。英国は国家公務員約 ７ 千名
を対象，フィンランドは地方公務員約 8 千名を対象，日
本は地方公務員約 5 千名を対象としたビッグデータによ
英国
ロンドン大学（ＵＣＬ）
国家公務員 約7千人
フィンランド
ヘルシンキ大学
地方公務員 約8千人
日本
富山大学
地方公務員 約5千人
日本・英国・フィンランドの国際共同研究
学際研究・国際研究・ビッグデータで世界をリードし国難に挑む
共同研究者は医学、社会科学、人文科学などの背景
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人文科学系（英語学、心理学）
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いことがわかりました。　
　以上から，管理職は，裁量度は高いが要求度も高いた
め，ストレスが高いと考えられます。しかし，裁量権が
あって自らが決定した事項で仕事の要求度が高くなる場
合は，裁量権がなく他人が決定した事項で自らの仕事の
要求度が高くなる場合と比較して，ストレスが低いと考
えられています。一般に，社会経済的地位が低い人に疾
病が多いという健康格差のパターンが認められますが，
その原因の 1 つは，社会経済的地位が低い人ほど裁量度
が低く，ストレスが高いことにあるといえます。
生活習慣の格差は日本で小さい
　スライド16は，職階と，喫煙や大量飲酒との関係を示
しています。この研究では，相対的格差指数と呼ばれる
指標を使用していますが，この指標は，値が 1 より大き
いほど，職階が低い人にリスクが多いことを意味しま
す。研究の結果，英国とフィンランドは職階が低い人に
現在喫煙率が高いが，大量飲酒は職階が高い人に多いと
いう結果でした。日本は，職階とこれらの健康リスクに
有意な関連性を認めませんでした。
　スライド1７は，職階と望ましくない食習慣や運動不
足，肥満との関係を示しています。英国とフィンランド
働参加しやすく，男女格差も小さいのが特徴です。
　自由主義型は，英国や米国にみられる福祉国家です。
自由主義型は，福祉の担い手の中心は政府ではなく民間
や市場であるという点で，社会民主主義型とは対極にあ
ります。これらの国においては政府の役割が小さいた
め，税負担は低負担ですが，低福祉であり，所得再分配
も小さいため，経済格差は大きくなります。男女格差に
ついては，男女の機会平等を目指しますが，最終的には
男女に関係なく実力次第になります。
　スライド13は，私達の国際共同研究の研究仮説を示し
ています。国家レベルの差が，社会レベルの差を介して，
個人レベルの仕事や家庭のストレスおよび仕事と家庭の
間の葛藤を生み，酒やタバコといった健康リスク行動に
も影響を与え，生理生化学的変化となって，最終的に，
健康水準や格差に影響を与えるという仮説をたてて，
様々な検証を行っています。
職場ストレスの格差はすべての国にある
　スライド14は，職場における社会経済的地位を示す職
階と，裁量度との関係を示しています。裁量度とは簡単
に言えば「どのような仕事を，誰と，どのように進める
か」といった職場における決定権のことです。一般に，
裁量度が低いほど，ストレスが高いとされ，心血管系疾
患，筋骨格系疾患，うつ病など様々な疾病の原因となる
ことが知られています。研究の結果， 3 か国の男女にお
いて，職階の高い管理職と比較して，職階が低いほど裁
量度が低い，すなわち，ストレスが高いことがわかりま
した。
　スライド15は，職階と仕事の要求度との関係を示して
います。要求度とは「仕事の量と質」のことであり，よ
り困難な仕事を長時間する人ほど，要求度が高くストレ
スが高い仕事をしていると判断されます。要求度が高い
場合も，種々の疾病発生の原因となることが知られてい
ます。研究の結果， 3 か国の男女において，職階が高い
ほど仕事における要求度が高い，すなわちストレスが高
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職階（社会経済的地位）と職場での低裁量度との関係
3か国とも職階が低いほど裁量度が低い（ストレスが高い）職員が多い
％
Sekine et al, Soc Sci Med 2009 
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（下位職階を基準とした年齢調整）
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職階と仕事における高要求度との関係
3か国とも職階が高いほど仕事における要求度（困難度）が高い（ストレスが高い）
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（下位職階を基準とした年齢調整） Sekine et al, Soc Sci Med 2009 
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ワーク・ライフ・バランスは日本の女性で悪い
　スライド20には，ワーク・ライフ・バランスの国際比
較が示されています。私達の研究では， 2 つのワーク・
ライフ・バランス指標，すなわち，①仕事が原因で家庭
にどの程度影響がでるか，②家庭が原因で仕事にどの程
度影響がでるかを用いて，国際比較をしています。その
結果，フィンランドは，男女とも仕事が原因で家庭に影
響がでることが少なく，また，家庭が原因で仕事に影響
がでることも 少 ないことがわかりました。それに 対 し
て，日本の女性は，いずれの指標も 3 か国の中で最も悪
い，すなわち，ワーク・ライフ・バランスが最も悪いと
いう結果でした。
　日本のような保守主義型の福祉国家では，働く女性の
負担が高くなりやすいことが知られていますが，私達の
調査でもそのような結果となっています。フィンランド
では，平均的な労働時間が日本より 1 日約 1 時間短いこ
とや社会福祉が充実していることが，男女のワーク・ラ
イフ・バランスの良さにつながっている可能性がありま
す。男女共同参画や女性の活用を目指す日本も，見習う
必要があるのではないでしょうか。
は，職階が低いほど望ましくない食習慣や運動不足，肥
満との関係を認めましたが，日本は，職階とこれらの健
康リスクに有意な関連性を認めませんでした。
　以上から，英国やフィンランドにおいては，社会経済
的地位が低い人に疾病が多い理由として，地位が低い人
に健康リスクとなる生活習慣や肥満が多いことが背景に
あると考えられます。
メンタルヘルスの格差は日本で大きい
　スライド18は，身体的不健康の格差を示しています。
3 か国の男女とも，管理職を基準として，職階が低くな
るほど身体的不健康に対するオッズ比が高い，すなわ
ち，職階が低いほど身体的健康度が低い傾向にありまし
た。
　スライド19は，精神的不健康の格差を示しています。
日本では，職階が低いほど精神的健康度が低い傾向にあ
りましたが，英国とフィンランドでは，職階と精神的健
康度の格差は，はっきりとしませんでした。
　以上から，社会経済的地位の低い人は身体的健康度が
低いという 3 か国共通の問題がありましたが，日本では
特に精神的健康度の格差への対応が必要であるといえま
す。
健康リスク（喫煙と飲酒）の格差
英国とフィンランドは喫煙は職階が低い人に多いが、大量飲酒は職階高い人に多い
日本は職階と喫煙飲酒に有意な関連性なし
RII
Lahelma et al, Health and Place 2010
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健康リスク（望ましくない食習慣、運動不足、肥満）の格差
英国とフィンランドは職階が低いほど健康リスク多いが、日本は職階との関連なし
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身体的不健康の職階差
3か国とも、職階が低い人ほど身体的健康度が低い
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職階高い人と基準とした不健康に対する年齢調整オッズ比
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精神的不健康の職階差
日本は職階が低い人ほど悪く、英国とフィンランドは職階との関連小さい
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職階高い人と基準とした不健康に対する年齢調整オッズ比
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世界への情報発信で大学のプレゼンスに貢献
　つづいて，本日の講演の第 3 番目のトピックである社
会貢献についてです。
　疫学研究は，単に研究論文を出版するだけでは不十分
であり，ニュースレターの発行や健康教育の形での協力
者個人への還元，新聞雑誌やホームページなどのメディ
アを介しての社会への公表，そして，国の健康政策や行
政施策を介しての国民への還元が求められます。
　スライド22は，戦後の日本の健康政策の歴史を概観し
たものです。栄養重視の健康づくりと 2 次予防の推進
で，一生涯の健康づくり実現のために19７8年に始まった
第 1 次国民健康づくり対策。次に，運動重視の健康づく
りと80歳までの社会参加を目標として，1988年に始まっ
た第 2 次国民健康づくり対策。そして， 1 次予防を重視
して健康寿命の延伸や生活の質の向上を目標に掲げて，
2000年からスタートした第 3 次国民健康づくり対策。別
名「健康日本21」と呼ばれています。そして，2013年か
らスタートした第 4 次国民健康づくり対策と，約10年毎
にその時代状況に合わせて改訂や軌道修正がされていま
す。2013年からスタートした第 4 次国民健康づくり対策
において，主要な施策の 1 つとして新規に導入されたの
が，「健康格差の縮小」です。
　私達の健康格差研究の論文は，エビデンス・ペーパー
として活用されています。また，学術論文以外にも，一
般市民を対象とした多数の講演や新聞雑誌記事などの形
で社会に還元されています。今後とも様々な形で情報発
信することで，微力ながら大学のプレゼンスの向上に貢
献していきたいと思います。
国立大学法人経営
　本日の講演の最後のトピックである経営についてです。
国立大学法人が，教育，研究，社会貢献を通じて国際的
なプレゼンスを発揮するためには，法人の体力強化が必
要ですが，その根幹は，財務体質の強化であると考えら
れます。　
学際研究・国際研究・ビッグデータで国難に挑む
　スライド21は，本日の講演の第 2 番目のトピックであ
る研究に関する要約スライドです。
　世界中の医学者の疑問として，「なぜ，日本人は長生
きなの？」という疑問があります。しかし，日本から，
この疑問に答える研究成果や情報発信が乏しく，日本か
らのエビデンスの発信が求められています。現在の科学
研究では，単一の学問では解決困難な課題が多数あるた
め，学際研究が求められています。また，単一の国では
解決困難な課題が多数あるため，国際研究が求められて
います。そして，個々の科学研究者が，コツコツ研究
データを蓄積して行う研究スタイルは，限界に達しつつ
あり，その代わりに，この約10年間に意識的あるいは無
意識的に蓄積された莫大なデータ，すなわち，ビッグ
データを活用することによる新しい科学研究が生み出さ
れつつあります。
　日本は，学際研究・国際研究・ビッグデータに基づく
エビデンスを発信することで，科学研究における国際的
な地位を高めることができるのではないかと思われます。
学際研究・国際研究・ビッグデータで国難に挑む
① 学際研究
単一の学問では解決困難な課題を解決する学際研究
② 国際研究
単一の国では解決困難な課題を解決する国際研究
③ ビッグデータ
大量に蓄積されたデータをいかに活用するか
世界中の社会医学者の疑問
「なぜ日本人は長生きなの？」
しかし、日本からの、この疑問に答
える研究成果や情報発信が乏しい
More evidence from Japan !
国際共同研究者会議の様子
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ワークライフバランスはフィンランドで良好で、日本のとくに女性で悪い
Chandola, et al.  Int J Epidemiol 2004
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疫学にもとづく健康政策提言で大学のプレゼンスに貢献
• 第１次国民健康づくり対策 （1978年～）
目標： 一生涯の健康 方法： 栄養重点の健康づくり、健診（2次予防）
• 第２次国民健康づくり対策 （1988年～） ＝ アクティブ80ヘルスプラン
目標： 80歳でも社会参加 方法： 運動重点の健康づくり、指針策定
• 第３次国民健康づくり対策 （2000年～） ＝ 健康日本21
目標： 早世の減少、健康寿命の延伸、生活の質の向上
方法： 自治体と住民による生活習慣病発生予防（１次予防） 自己責任
科学的根拠による施策、数値目標設定、達成度評価
• 第４次国民健康づくり対策 （2013年～） ＝ 健康日本２１（第２次）
目標： （従来の目標に加えて） 社会環境の整備、健康格差の縮小 社会責任
方法： （従来の方法に加えて） 地域社会の絆、民間団体の活動拠点増加
社会貢献
国内外の学会特別講演・シンポジウム（27件）、地域・職域・自治体講演（147件）
新聞・雑誌等のメディア（96件）、一般書等著述（80件）
学術誌論文（89件）国際共同研究は健康格差縮小政策のエビデンスペーパー
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果，文系学部および教育系学部の存在は，教員人件費比
率の上昇要因で，理系学部および医系学部の存在は，教
員人件費比率の低下要因であることがわかりました。ス
ライド23では，学部構成による教員人件費比率への影響
は推測の域をでませんが，スライド24の分析により，学
部構成と教員人件費比率との関係がより明確になってい
ます。
　文部科学省の分類で同じグループの大学の中では，文
系や教育系の割合が高い大学ほど教員人件費比率が上昇
します。ある意味当然のことですが，理系学部や医系学
部の場合は外部資金収益や医業収益が多く，その分，研
究経費や医業経費が多いため，業務費に占める教員人件
費は相対的に低くなります。したがって，単に大学間の
教員人件費比率の高低を論ずるのは，意味のないことで
す。
　富山大学の教員人件費比率は，グループGの中で高い
方ですが，これは，富山大学がグループGの中で文系や
教育系の割合が高いことに由来しています。グループ内
で教員人件費比率が高いから，各学部の総教員人件費を
一律何％で留保するというやり方は，背景構造を考えな
いやり方といえます。各分野の今後の社会的需要等を考
えた上で，戦略的な組織再編によって人件費を下げるこ
とを考えるべきではないでしょうか。あるいは，一旦，
人件費を一律何％で留保して全学共通経費化した後，戦
略的に再配分する方向が良いと思われます。
富山大学は規模の割に運用利益率が低い
　スライド25は，国立大学法人の運用利益率の全国比較
です。米国の大学では資産運用は当たり前で，ハーバー
ド大学では資産運用会社を設立して資産運用を行い，教
員人件費や研究費，設備費，奨学金などに使用して，大
学の発展に貢献しています。債券や株式，オルタナティ
ブへの投資など様々な運用を行っています。国立大学法
人の場合には，リスク管理の視点から，運用のアセット
クラスに制限があり，預金や公債運用に制限されていま
　スライド23は，全国8７国立大学法人を文部科学省の分
類に基づいてグループ分けした際の，各グループの教員
人件費比率を示しています。私の経営学の学位論文の一
部で，平成18事業年度データに基づいています。
　文部科学省では，各国立大学法人の性質に基づいてグ
ループAからHまでの 8 グループに 分 けています。グ
ループAは，東大などの旧帝国大学が含まれる13の大都
市総合大学。グループBは，東工大などの医学部のない
13の理系総合大学。グループCは，一橋大などの医学部
のない 8 の文系総合大学。グループDは，東京医歯大な
どの 4 の医系大学。グループEは，学芸大などの11の教
育系大学。グループFは，政策研究大学院大などの 4 の
大学院大学。グループGは，富山大などの医学部のある
25の地方総合大学。グループHは，埼玉大などの医学部
のない 9 の文理複合大学です。結果を見ると，グループ
C，グループE，グループHのような文系大学や教育系
大学の教員人件費比率が他のグループより高いことがわ
かります。
　スライド24は，全国8７国立大学法人の教員人件費比率
と学部構成との関係を示しています。共分散分析を用い
て，教員数や学生数などの他の要因を調整し，各学部の
有無の教員人件費比率への寄与を評価しました。その結
（Sekine M. Imperial College London MBA thesis 2008）
全国87国立大学法人 教員人件費比率（教員人件費／業務費）
教育学部と文系学部中心の大学で教員人件費比率高く
医系学部や理系学部中心の大学で教員人件費比率低い
平成18事業年度データ
大学分類 内訳 平均
グループＡ 旧帝大含む大都市総合大学： 東京大など13大学 0.331
グループＢ 医学部なしの理系総合大学： 東工大など13大学 0.431
グループＣ 医学部なしの文系総合大学： 一橋大など8大学 0.570
グループＤ 医系大学： 東京医歯大など4大学 0.168
グループＥ 教育系大学： 学芸大など11大学 0.609
グループＦ 大学院大学： 政策研究大学院大学など４校 0.257
グループＧ 医学部ありの地方総合大学： 富山大など25大学 0.317
グループＨ 医学部なしの文理複合大学： 埼玉大など9大学 0.566
国立大学全校 0.413
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（Sekine M. Imperial College London MBA thesis 2008）
全国87国立大学法人 教員人件費比率（教員人件費／業務費）
教育学部と文系学部の存在は人件費比率の増加要因
理系学部と医系学部の存在は人件費比率の減少要因
同じグループ内では、文系や教育系の学生定員が多くなるほど人件費比率が上昇
P=0.052 P=0.020
文系学部 教育学部 理系学部 医系学部
P=0.003
P<0.001
共分散分析（ＡＮＣＯＶＡ）．土地面積、建物面積、教員数、職員数、学生数、学部を強制投入．
学部の有無と教員人件費比率（調整平均値）．Ｒ２＝76.2％ 平成18事業年度データ
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（Sekine M. Imperial College London MBA thesis 2008）
運用利益率の全国比較
国立大学法人は公債運用が中心だが運用格差がある
富山大学が規模の割に低いのは、運用資金効率が悪いのか？
0.5％以上 1大学 （東京大学）
0.4％ 0大学
0.3％ 6大学 （北海道大学、小樽商科大学、東京工業大学、
大阪大学、岡山大学、広島大学）
0.2％ 10大学 （新潟大学、京都大学、東京藝術大学、山形大学、
信州大学、鳥取大学、島根大学、愛媛大学、高知大学、鹿児島大学）
0.1％ 26大学
0.1％未満 44大学 （富山大学）
平成18事業年度データ （現金、預金、国債・県債などの国内の公債による運用）
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スを，全国42の国立大学附属病院との比較で示したもの
です。2008年に学内誌で報告したデータに，その後の日
本医療経営学会で発表したデータを加えて，経年変化を
見ています。レーダーチャートの 3 が全国中位で，数値
が大きくなるほど指標が良好であることを意味します。
その結果，平成18事業年度においては人件費比率や一般
管理費比率が高いことから，事業の効率性が低いことを
示しています。また，教育や研究の活動性を示す教育経
費比率や外部資金比率も低いという結果でした。しか
し，自己収益比率や自己収益回転率は高いことから，資
産を十分に活用して収益を上げているといえます。平成
18事業年度は，減価償却費が大きいために斟酌してみる
必要がありますが，おおむね実態を反映しているように
思います。
　平成19および平成20事業年度では，効率性指標や教育
経費比率が改善していますが，依然として外部資金比率
は低く， 1 つの課題といえます。しかし，先ほどの疲労
蓄積度調査と合わせてこのデータを見ると，大学病院医
師や教員は疲弊しており，十分な研究時間や心の余裕が
ない状態なので，外部資金の獲得について大学病院医師
や教員任せにせず，大学としての外部資金獲得体制や研
究支援体制の構築などの構造的な改革が求められている
といえます。
おわりに
　スライド28は，本日の講演のまとめスライドです。
　本日は「総合力で国難に挑む」という講演タイトルの
もと，科学技術立国日本の復活の前提となる大学再生の
サイクルについて，私の研究データをもとにお話をさせ
ていただきました。
　要約すると，まずは，適正な人員配置や研究支援体制
の構築，業務実施方法の見直しで慢性的な過重労働職場
を減少させることが，教職員の時間的余裕や心の余裕を
生み出すことにつながると考えられます。その結果，教
育への時間配分の増加や実習重視のカリキュラムの実現
す。しかし，このスライドを見ると，運用先に制限があ
る中でも，運用成績にはかなりの幅があることがわかり
ます。運用利益率は，スケールメリットの原理が働くの
で，大学規模が大きいほど有利ですが，富山大学は大学
規模の割には利益率が低いといえます。法人によって
は，期間ごとの必要現金をシミュレートして，現金を最
小化して運用原資を増やし，運用利益を上げる努力をし
ている法人もあるようです。経費節減だけでなく，資金
力を向上させ，大学の財務体質の改善をしていく必要が
あると考えます。
富山大学の医師や教員は疲労困憊している
　スライド26は，富山大学教職員の疲労蓄積度を，キャ
ンパス別および職種別に見たものです。共分散分析を用
いて年齢や性別，雇用形態などを調整後の疲労蓄積度を
示しています。本学の安全衛生委員会の業務として，昨
年の定期健康診断時のデータを分析しました。
　キャンパス間比較では，病院事業場の教職員は，五福
や杉谷，高岡事業場の教職員と比較して，有意に疲労蓄
積度が高いという結果でした。職種間比較では，教員お
よび医師は，他の職種と比較して，有意に疲労蓄積度が
高いという結果でした。
　冒頭で述べたように，臨床医学分野での日本の国際競
争力が2000年代に入ってから低下していますが，その原
因の 1 つとして，国立大学法人化に伴なって収益性や採
算性重視の病院経営に変化したことで，大学病院医師の
多忙化と研究時間の減少を招いたことが指摘されていま
す。病院の存続に手いっぱいの状況では，実習重視の教
育の実現や，ましてや，国際競争力の向上などは望むべ
くもないでしょう。慢性的な過重労働職場に対する対策
として，業務方法の見直しに加えて，全学的な規模での
適正な人員配置を含む改革が求められているといえます。
構造改革で外部資金獲得体制や研究支援体制の構築を
　スライド2７は，富山大学附属病院の財務パフォーマン
富山大学教職員の疲労蓄積度
病院、教員、医師職に多くの人員を
共分散分析（年齢、性、職種、雇用形態を調整)
（関根 安全衛生委員会（2013））
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富山大学附属病院の財務パフォーマンス
効率性や教育面で改善しているが外部資金に課題
効
率
性
指
標
レーダーチャートの3が全国平均
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など，教育力の向上につながります。さらに，大学への
残留率や大学院進学率が上昇して研究者の層が厚くな
り，研究力も高まることが期待され，結果的に，社会貢
献力も高まることが期待されます。最終的に，それが大
学の信頼につながり，公的資金や寄付金など外部資金の
増加による経営力の向上につながり，さらなる教育研究
投資につながるといった具合に，正の連鎖を生み出すと
考えられます。これが総合力であり，この総合力を高め
ることが，大学を再生させて国難に挑む前提をつくりだ
すといえるのではないでしょうか。
　本日は，このような講演の機会を与えてくださり，重
ねて御礼申し上げます。最後までご清聴くださり誠にあ
りがとうございました。
第80回富山大学医学会学術集会教授就任記念講演会（平
成26年 3 月 ７ 日開催　於：富山大学杉谷キャンパス）
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社会
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経営
力
総合力で国難に挑む
大学再生のためのサイクル
学際研究
国際研究
ビッグデータ
優秀な学生の獲得、実習重視教育、大学残留率向上
地域社会に貢献し日本をリード
ヒト・ソシキ
組織再編
適正な人員配置
業務改善
カネ
財務体質の強化
適正な資金配分
モノ・サービス
選択と集中で
大学の魅力創出
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